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その他の詳細やご不明な点は弊所担当までお問い合わせください。TEL．03-3526-4277 

〒101-0044 

東京都千代田区鍛冶町 1 丁目 6 番 15 号 

井門神田駅前ビル 22 号室 

電話：03-3526-4277 FAX：03-3526-4276 

担当：上野 

 

第 2 火曜日発刊 

今年の 2022 年 4 月からの法改正には､会社として事前の準備も必要な対応が多くあります。今回のあおぞら
レターでは､その中でも育児介護休業法の改正を中心に取り組む必要がある対応について取り上げます。 
 

～ 育 児 介 護 休 業 法 の対 応 を中 心 に～  

2022 年 4 月までに企業として取り組むべき法改正対応 

●育児介護休業法等の改正 

時 期 改 正 内 容 

2022 年 
4 月〜 

育児休業を取得しやすい雇用環境整備 →少なくともいずれかの措置を選び対応する必要あり 
育児休業に関する｢研修実施｣もしくは｢相談窓⼝設置｣､｢労働者の育休取得事例の収集と提供｣､｢育児休

業制度とその取得促進に関する⽅針の周知｣のいずれかの措置の実施が求められます。 

個別周知と休業取得意向確認の義務化 →個別の周知方法・取得意向措置実施の必要あり 
本⼈または配偶者の妊娠・出産等の申出に対し､｢育児休業制度・その申出先｣｢育児休業給付｣｢労働者が負

担する社会保険料取り扱い（免除制度）｣についての本⼈への個別周知と休業取得意向の確認が義務化され
ます。 

有期雇用労働者の育児・介護休業取得要件の緩和 →規定や労使協定変更の必要の可能性あり 
有期雇⽤労働者の要件である｢同⼀の事業主に引き続き雇⽤された期間が１年以上の者｣が撤廃され､育

児では｢１歳６か月までの間に契約が満了することが明らかでない者｣という要件のみとなります。（労使協
定により｢入社 1 年未満の者｣は引き続き除外可能です）※育児・介護休業給付の支給要件も同様に改正されます。 

2022 年 
10 月〜 

・産後パパ育休の創設のほか、従来の育児休業の 2 回分割の制度変更があります。 
・育児休業に関する社会保険料免除制度の⼀部改正があります。 

2023 年 
4 月〜 

育児休業取得率の公表の義務化（従業員 1001 人以上の企業のみ義務化） 
公表内容として男性の｢育児休業等の取得率｣などが予定されています。 

 

〇⼥性活躍推進法に基づく⼀般事業主⾏動計画策定・届出、情報公表の義務化（101 人以上企業） 
 次世代育成支援推進法の⼀般事業主⾏動計画と同じで、常時雇⽤する労働者が 101 ⼈以上の企業
では、⼥性活躍推進法の⼀般事業主⾏動計画の策定・届出等が義務化されます。 
 新たに対象となる企業は、4 月までに⾏動計画の策定等を⾏い周知の上、⼥性の活躍・両⽴支援総
合サイトなどの HP などに公表し、届出まで済ませましょう。 
 https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000614010.pdf 
 

●その他 2022 年 4 月から会社が必要な対応 

〇パワーハラスメント防止措置の義務化（中小企業も含めた全企業） 
 労働施策総合推進法で大企業では 2020 年から開始されているパワハラ防⽌措置が中⼩企業にも拡
大されることにより、全企業でパワハラ防⽌措置の対応が必要となります。 
 相談窓⼝の設置や、事業主としての⽅針明確化など、企業としてパワハラを防⽌するための様々な
対策を取る必要があります。4 月までに準備を済ませましょう。 
 https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000611025.pdf 
 


